東近江市民クラブ　市木　 徹
５年ごとの目視点検で大丈夫？

Q　本市には47の一級河川がある。それらに架かる橋は、社会経済や市民生活を支える生命線であり、長く安全に機能し続けなければならない。長年の交通政策において設置してきた橋も築50年を超えるものもあり、安全を確保するためにも維持管理・補修の重要性が問われているが、
①本市が管理している橋は、何本あるのか。
②築50年を超える橋は、何本あるのか。また将来数値は。
③健全性を担保する定期検査の法定基準は。
④５年に一度の定期点検で安全性が担保できるのか。状態監視などの新しい技術を導入することも今後の対策として必要ではないか。
A　①東近江市橋梁長寿命化修繕計画の対象となる市道橋は、令和５年度末時点で６７１本です。
②令和５年度末時点で２７４本あります。将来見込み数値は、10年後に５５５本、20年後には６３１本です。
③５年に一度の頻度で行うことが基本と定められています。
④現状では法令などで基本とされている５年に一度の頻度で安全性は確保されていると考えています。しかし今後、老朽化が進む状況においては、点検頻度の見直しを検討する必要があると考えています。


新政無所属の会　井上　 均
子育て・教育環境の向上を

Q　児童福祉法改正により全ての妊産婦、子育て世帯および子どもに対する母子保健・児童福祉を一体的に扱う「こども家庭センター」が設置された。このことにより、本市の総合計画の指標管理で改善できる内容は。
A　母子保健と児童福祉の両機能が一体的に相談支援を行うことで、総合計画の政策の一つである「子どもが健やかに育つまち」の成果指標のうち、児童虐待対応件数の減少につなげることができるものと考えます。

Q　多くの学校に校内教育支援センターを設置し、たくさんの専門スタッフや支援員を雇用している。継続的な活用は学校の魅力を高め、教職員の志望者が増え、学校のさまざまな問題の解決につながる。本務教員による欠員補充制度などの教員拡充策は。
A　就労人口の減少に伴い、新たに教員を志望する者の減少が見込まれますが、各校で教育活動が滞ることがないよう、県教育委員会と協力し、欠員解消に努めていきます。
　本市では、今年度県内で初めて、県費教職員が中学校２校で授業を行う人事配置を行いました。人員が充足しない場合には、今後もこの取り組みの拡充を県に求めていく予定です。


新政無所属の会　中村　和広
利便性のさらなる向上を

Q　本市の公共交通について、
①近江鉄道線でのⅠＣＯＣＡ導入は、どのように決定されたのか。
②ⅠＣＯＣＡを使った地域住民や沿線市町に特定したメリットが得られるような仕組みづくりを進めるべきと考えるが。
③近江鉄道線を持続させていくために、本市が担う役割は大きい。今後どのような役割を果たしていくのか。
④ちょこっとタクシーにおいて、エリア運行を拡大すべきと考えるが。
⑤物価高騰により各種値上げが行われている。ちょこっとバス、ちょこっとタクシーの減便や運賃増はすべきでないと考えるが。
A　①利用者などから導入の要望が強くあり、導入および維持管理に必要な経費などについて解決の見通しが立ったことから、近江鉄道株式会社が導入することを表明されました。
②近江鉄道の利用者増と商業振興が図れる可能性があることから、地域ポイント制の導入に向け検討を進めます。
③今後も引き続きリーダーシップを発揮し、利用者目線に立ったサービス向上や利用拡大を図っていきたいと考えています。
④路線バスや一般タクシー事業者への影響を考慮しながら検討しているところです。
⑤当面減便や運賃増は検討していません。


日本共産党議員団　廣田　耕康
介護保険制度の充実を

Q　本市の介護保険事業計画は、住み慣れた生活の場で自分らしい生活を続けることを目標に掲げている。ところが訪問介護事業の現状は、他産業に比べ平均賃金が約６万円低いことや人手不足、また４割の事業所が赤字経営で昨年の倒産が過去最多67件など深刻な事態にある。加えて４月の介護報酬引下げがこの厳しい状況に拍車をかけているが、
①国に介護報酬引下げの見直しや撤回を求めるべきでは。
②人材不足の解消には、賃金格差約６万円の解消が不可欠では。
③本市の要介護認定率が全国や県平均より低い原因は。
④令和５年度の介護相談数、介護申請数、要介護認定数は。
⑤介護保険財政調整基金残高が約12億円もあるのは、物価高騰やその他の理由での利用抑制があるのでは。
A　①事業所の状況を把握し厳しい状況であれば、適切な報酬の設定を要望します。
②今回の処遇改善は賃金格差是正にはまだ十分でないため、引き続き国に要望していきます。
③健康な高齢者が多いことや重度化防止の取り組みの成果です。
④相談数２２６８件、新規申請数１２２２件、新規認定数１１５２件で、相談と申請数に差がありますが、申請希望の方はすべて申請されています。
⑤利用抑制は掌握していませんが、第８期（令和３～５年）はコロナの影響がありました。
